
 

 

 

 定       款 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

起 源 株 式 会 社 
 

 
 



【 ⽬次 】 
前 ⽂  理 念                                                                      
第１章  総 則 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P１  
 第１条   商号                                  
  第２条   ⽬的                                  
 第３条   本店の所在地                          
  第４条   公告⽅法                              
第 2 章  株 式 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２    
 第５条   発⾏可能株式総数                      
 第６条   株券の不発⾏                          
 第７条   株式の譲渡制限                        
 第８条   相続⼈等に対する株式の売渡請求        
 第９条   株主名簿記載事項の記載等の請求        
 第１０条 質権の登録及び信託財産の表⽰等の請求  
 第１１条 ⼿数料                                
 第１２条 基準⽇                                 
 第１３条 株主の住所等の届出                     
第 3 章  株主総会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P３ 
 第１４条 株主総会の招集及び議⻑ 
 第１５条 株主総会の招集通知 
 第１６条 株主総会の決議⽅法 
 第１７条 株主総会の議決権の代理⾏使 
 第１８条 株主総会の議事録 
第 4 章  取締役及び代表取締役 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P４ 
 第１９条 取締役の員数 
 第２０条 取締役の資格 
 第２１条 取締役の選任及び解任 
 第２２条 取締役の任期 
 第２３条 取締役の報酬、賞与、退職慰労⾦等 
 第２４条 代表取締役及び代表取締役社⻑ 
第５章  計 算 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P５ 
 第２５条 事業年度 
 第２６条 剰余金の配当 
 第２７条 剰余金の配当の除斥期間 
第６章  附 則 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P５ 
	 第２８条 設⽴に際して発⾏する株式の数等 
 第２９条 設⽴に際して出資される財産の価値及び成⽴後の資本⾦の額 
 第３０条 最初の事業年度 
 第３１条 設⽴時取締役及び設⽴時代表取締役 
 第３２条 発起⼈に関する事項 
 第３３条 法令の準拠 



(理念)   

前� ⽂ 

当会社は、次の理念に基づいて経営を⾏う。創業理念として「GOOD SURPRISE！GOOD 
FUTURE！」を掲げ、⽇本が世界に誇る技術⼤国を象徴する確固たる思いとして『「Made in 
Japan」を、世界へ。そして、未来へ。』と定義し、世界をリードする多様な商材の更なる普
及および技術開発に取り組むことで、地域社会、そして未来への永続的な発展に寄与する。�  

第１章�総� 則 

(商号)   

第１条� 当会社は、起源株式会社と称する。英⽂では、The Orijin, Inc. と表⽰する。�

(⽬的)  

第２条� 当会社は、次の事業を⾏うことを⽬的とする。��

� � � (１) 物品の卸売、⼩売及び輸出⼊  

� � � (２) 広告代理店業   

� � � (３) 販売促進活動の企画、⽴案及び実施��

� � � (４) 広報活動及びPR活動の企画、⽴案及び実施   

� � � (５) ⼀般企業、公共機関、教育施設等への講師業  

� � � (６) 地⽅創⽣及び地域活性化に関する企画、⽴案及び⽀援��

� � � (７) 雇⽤機会の創出に関する企画、⽴案及び⽀援  

� � � (８) 経営コンサルティング  

� � � (９) 業務委託、アウトソーシング事業の受託及び請負��

� � � (１０) 企業の買収、合併、事業統合、業務提携、事業譲渡、資本参加等に関する企
画、斡旋及び仲介� �

� � � (１１) 不動産の売買、賃貸、管理及びこれらの媒介�

� � � (１２) ⾦融商品仲介業   

� � � (１３) 労働者派遣事業  

� � � (１４) 職業安定法に基づく有料職業紹介事業�



� � � (１５) 前各号に附帯⼜は関連する⼀切の事業�

(本店の所在地)   

第３条�当会社は、本店を岐⾩県⼟岐市に置く。�

(公告⽅法) �

第４条�当会社の公告は、官報に掲載して⾏う。ただし、貸借対照表については以下のURLに
掲載する。� https://www.orijin-jp.com/ir/koukoku/  

第２章�株� 式 

(発⾏可能株式総数)   

第５条�当会社の発⾏可能株式総数は、２,０００株とする。�  

(株券の不発⾏)   

第６条�当会社の発⾏する株式については、株券を発⾏しない。�  

(株式の譲渡制限)   

第７条�当会社の発⾏する株式を譲渡によって取得するには、株主総会の承認を要する。�  

(相続⼈等に対する株式の売渡請求)  

第８条�当会社は、相続、合併その他の⼀般承継により当会社の発⾏する株式を取得した者に
対し、当該株式を当会社に売り渡すことを請求することができる。�  

(株主名簿記載事項の記載等の請求)   

第９条�当会社の株式取得者が株主の⽒名等株主名簿記載事項を株主名簿に記載⼜は記録する
ことを請求するには、当会社所定の書式による請求書にその取得した株式の株主として株主名
簿に記載若しくは記録された者⼜はその相続⼈その他の⼀般承継⼈と株式取得者が署名⼜は記
名押印し、共同してしなければならない。ただし、法令で定める場合は、株式取得者が単独で
上記請求をすることができる。�  

(質権の登録及び信託財産の表⽰等の請求)   

第１０条�当会社の発⾏する株式について質権の登録、変更若しくは抹消⼜は信託財産の表⽰
若しくは抹消を請求するには、当会社所定の書式による請求書に当事者が署名⼜は記名押印
し、これを当会社に提出しなければならない。 

(⼿数料)  



第１１条�前⼆条に定める請求をする場合には、当会社所定の⼿数料を⽀払わなければならな
い。�

(基準⽇)  

第１２条�当会社は、毎事業年度末⽇の最終の株主名簿に記載⼜は記録された議決権を有する
株主をもって、その事業年度に関する定時株主総会において権利を⾏使することができる株主
とする。�  

２ 前項のほか、株主⼜は登録株式質権者として権利を⾏使することができる者を確定するた
めに必要があるときは、臨時に�基準⽇を定めることができる。ただし、この場合には、その
⽇を2週間前までに公告するものとする。�  

(株主の住所等の届出)   

第１３条�当会社の株主及び登録株式質権者⼜はその法定代理⼈若しくは代表者は、当会社所
定の書式により、その⽒名⼜は名称、住所及び印鑑を当会社に届け出なければならない。これ
らを変更した場合も、同様とする。� �

第３章�株主総会 

(株主総会の招集及び議⻑)  

第１４条�当会社の定時株主総会は、毎事業年度末⽇の翌⽇から３か⽉以内に招集し、臨時株
主総会は、随時必要に応じて招集する。�  

２ 株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、代表取締役社⻑がこれを招集し、議⻑
となるものとする。��

３ 代表取締役社⻑に事故⼜は⽀障があるときは、代表取締役社⻑があらかじめ定めた順序に
より他の取締役が招集し、当該株主総会において、第１６条に定める決議の⽅法により議⻑を
選出する。 

(株主総会の招集通知)  

第１５条�株主総会の招集通知は、書⾯投票⼜は電⼦投票を認める場合を除き、株主総会の⽇
の７⽇前までに、当該株主総会で議決権を⾏使することができる株主に対して発するものと
し、書⾯ですることを要しない。�  

２ 書⾯投票⼜は電⼦投票を認める場合は、株主総会の⽇の２週間前までに書⾯で招集通知を
発するものとする。�

３ 書⾯投票⼜は電⼦投票を認める場合を除き、当該株主総会で議決権を⾏使することができ
る株主全員の同意があるときは、招集⼿続を経ることなく株主総会を開催することができる。�

(株主総会の決議⽅法)   



第１６条�株主総会の決議は、法令⼜は定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権
を⾏使することができる株主の議決権の過半数をもって⾏う。�

(株主総会の議決権の代理⾏使)  

第１７条�当会社の株主は、代理⼈によって議決権を⾏使することができる。この場合には、
株主総会ごとに代理権を証する書⾯を当会社に提出しなければならない。�  

２ 前項の代理⼈は、当会社の議決権を有する株主に限るものとし、かつ、２名以上の代理⼈
を�選任することはできないものとする。�  

(株主総会の議事録)   

第１８条�株主総会の開催⽇時、場所、出席した取締役、議事の経過の要領及びその結果その
他法令に定める事項は、議事録に記載⼜は記録し、議⻑及び出席した取締役がこれに署名若し
くは記名押印⼜は電⼦署名をし、株主総会の⽇から１０年間本店に備え置く。�  

第４章�取締役及び代表取締役 

(取締役の員数)   

第１９条�当会社の取締役は、１名以上１１名以内とする。�

(取締役の資格)  

第２０条�取締役は、当会社の株主の中から選任する。ただし、必要があるときは、株主以外
の者から選任することを妨げない。�

(取締役の選任及び解任)   

第２１条�当会社の取締役の選任及び解任は、株主総会において、議決権を⾏使することがで
きる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数の決議
をもって⾏う。�  

２ 取締役の選任決議については、累積投票によらないものとする。�

(取締役の任期)   

第２２条�取締役の任期は、選任後１０年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する
定時株主総会の終結の時までとする。   

２ 任期満了前に退任した取締役の補⽋として、⼜は増員により選任された取締役の任期は、
前任者⼜は他の在任取締役の任期の残存期間と同⼀とする。�  

(取締役の報酬、賞与、退職慰労⾦等)  



第２３条�取締役に対する報酬、賞与、退職慰労⾦その他の職務執⾏の対価として当会社から
受ける財産上の利益は、株主総会の決議により定める。�  

(代表取締役及び代表取締役社⻑)   

第２４条�当会社に置く取締役が複数の場合は、株主総会の決議により、１名以上の代表取締
役を定め、代表取締役が複数の場合は、株主総会の決議により、代表取締役の中から１名を代
表取締役社⻑と定める。代表取締役が１名の場合は、その代表取締役を代表取締役社⻑とす
る。�  

２ 当会社に置く取締役が１名の場合は、その取締役を代表取締役社⻑とする。� �

第５章�計� 算 

(事業年度)   

第２５条�当会社の事業年度は、毎年１⽉１⽇から同年１２⽉３１⽇までの年１期とする。��

(剰余⾦の配当)   

第２６条�剰余⾦の配当は、毎事業年度末⽇の最終の株主名簿に記載⼜は記録された株主⼜は
登録株式質権者に対して⾏う。�

(剰余⾦の配当の除斥期間)  

第２７条�剰余⾦の配当がその⽀払の提供をした⽇から３年を経過しても受領されないとき
は、当会社は、その⽀払義務を免れるものとする。�

第６章�附� 則�

(設⽴に際して発⾏する株式の数等)  

第２８条�当会社の設⽴時発⾏株式数は１１株とし、その払込⾦額は、１株につき⾦５万円と
する。�

(設⽴に際して出資される財産の価額及び成⽴後の資本⾦の額)   

第２９条�当会社の設⽴に際して出資される財産の価額は、⾦５５万円とする。��

２ 当会社の成⽴後の資本⾦の額は、⾦５５万円とする。�

(最初の事業年度)  

第３０条�当会社の最初の事業年度は、当会社成⽴の⽇から令和３年１２⽉３１⽇までとす
る。�



(設⽴時取締役及び設⽴時代表取締役)   

第３１条�当会社の設⽴時取締役及び設⽴時代表取締役は、次のとおりである。��

設⽴時取締役兼設⽴時代表取締役�銀川陽介�

(発起⼈に関する事項)   

第３２条�発起⼈の⽒名、発起⼈が割当てを受ける設⽴時発⾏株式数及びその払込⾦額は、次
のとおりである。� �

銀川陽介�１１株�⾦５５万円�

(法令の準拠)   

第３３条�この定款に規定のない事項は、すべて会社法その他の法令に従う。�

�

以上、起源株式会社を設⽴するため本定款を作成し、発起⼈が記名押印する。 

令和３年２⽉１７⽇�発起⼈�銀川陽介�  


